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大阪府住宅・建築物耐震10ヵ年戦略（H18~H27）プランの検証・評価





取組み結果





行政が考える課題





検証・評価





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





　








































































































10ヵ年戦略プランの体系





現状・結果








現状・結果
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★民間住宅の耐震化率を引上げる要素は大部分が建替えによるものだが建替えを促進する施策等が無い。





★府が自ら行う府有建築物の耐震化は計画的に進めることが可能だが、所有者の意志に左右される民間住宅・建築物は法的な強制力がないため、計画的な耐震化は難しい。
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○住宅の耐震化率に大きく影響している建替え促進が鈍化したことから、目標を下回る。


○特定既存耐震不適格建築物（民間）は90％の目標を達成しているが、10年間の進捗率は約11％にとどまる。


○府有建築物は、計画的に実施しており10年間の進捗率は約28％と高い。








１．耐震化の目標達成状況（目標90％）※100%





○住宅全体　　　　　　　　　　　　　　 73.2%⇒ 83.5%


○特定既存耐震不適格建築物(民間)　　 79.0%⇒　90.3%


○府有建築物　　　　　　　　　　　　　56.6%⇒　84.9%


　 ・災害時に重要な機能を果たす建築物※ 60.3%⇒　95.8%











◎基本方針


◎１章　耐震化の実施に関する目標


【１】　地震による被害想定　　　　　　　　　　　　　　　　　


【２】　耐震化の現状　　　　　　　　　　　　　　　　


【３】　耐震化の目標設定	


○住宅の耐震化の目標設定


○特定建築物（民間）の耐震化の目標設定


○府有建築物の耐震化の目標設定





◎２章　耐震化を推進するための施策に関する事項


【１】　施策の取組み方針


【２】　耐震改修促進法の改正概要


【３】　耐震化を促進するための施策


○木造住宅の耐震化


○要緊急安全確認大規模建築物等の耐震化


○広域緊急交通路沿道建築物の耐震化


【４】　公的機関による耐震化への取組み


○府有建築物の耐震化への取組み


○都市再生機構による耐震化への取組み


○大阪府住宅供給公社による耐震化への取組み


【５】　密集市街地における耐震化への取組み


【６】　地域特性に着目した施策の展開


【７】　耐震改修しやすい環境整備	





◎３章　啓発及び知識の普及に関する事項


【１】　ハザードマップの作成・公表


【２】　避難地・避難路周辺における取組み	


【３】　相談体制の整備・情報提供の充実


【４】　パンフレット等の活用、講習会の開催など


【５】　リフォームにあわせた耐震改修の誘導


【６】　防災教育の普及促進


【７】　地元組織との連携





◎４章　その他、耐震化の促進に必要な事項


【１】　所管行政庁との連携に関する事項


【２】　市町村が定める耐震改修促進計画について


【３】　「大阪建築物震災対策推進協議会」による取組み


【４】　２次構造部材の安全性の向上


【５】　地震に伴う崖崩れ等による建築物の被害の軽減対策


【６】　居住空間の安全性の確保





★住宅の所有者が高齢化しており、耐震化への意欲が、ますます低下することが懸念される。





★補助制度の拡充はH27年度までの期限付きなのでH28年度以降が大きく落込むことが懸念される。





★耐震改修補助を行った分は着実に耐震化が進んでいるものの、耐震化率への寄与度は低いため、「耐震改修施策」が正当に評価されない。





○目標は達成せず、耐震化率もかなり低いが、10年間の進捗率は約13％と住宅全体よりも高い。


○旧耐震住宅の減少率は低く、新築数が増えたことが耐震化率UPの要因となっている。


○補助制度を受ける環境が、年々整っていることから、補助件数も一定数で安定している。
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２．木造戸建住宅の取組み状況





○耐震化率は目標を大きく下回る　 58.6%⇒　71.4%


○補助制度の拡充（設計補助、除却補助の創設等）


○補助件数の推移


○普及啓発イベントの取組み


○まちまるごと耐震化支援事業の取組み
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○特定既存耐震不適格建築物（民間）は90％の目標を達成している。【再掲】


○診断補助制度は用途限定であるものの耐震化の促進に一定寄与している。


○診断が義務となる大規模建築物のうち耐震性がある建築物は少ない。








★特定既存耐震不適格建築物全体では、耐震化が進んでいるものの、その中で法改正により診断が義務化された大規模建築物は、耐震化が進んでいない。





★大規模建築物は被害が出れば影響が大きいため耐震化が急務である。





３．特定既存耐震不適格建築物(民間)の取組み状況





○耐震化率は目標を達成　　　　　79.0%　⇒　90.3%


○避難確保要配慮者が利用する建築物等に対する


診断補助制度を拡充（ホテル・旅館を対象に追加。限度額UP）


○診断補助の実績は年９棟（平均）
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★最終的には、耐震改修までを働きかけるが、法的な強制力がないため、目標の平成30年度までの耐震化は難しい。





○診断には法的な強制力があるが、実施の意思決定に時間を要するなど、すぐに着手できない所有者が多く、残る約7割の対象建築物において、これから期限までに実施されなければならない。


○診断実施後も、すぐに耐震改修に着手する動きが乏しく、法的な強制力もない耐震改修は進んでいない。





４．広域緊急交通路沿道建築物の取組み状況





（診断）○結果報告期限：平成28年12月31日


○補助制度を創設（限度額の範囲で100％）


○現在、診断実施済は約32％


（改修）○平成30年度までの終了を目指す


○補助制度を創設（補助率：11/30若しくは11/60）


○補助実績はH27年に1件のみ（交付決定）





○関係団体との連携が出来たことから、相談体制の整備や診断士の派遣など府民サービスが向上、講習会の開催のよる事業者の技術力の向上が図られた。


○市町村・民間事業者と協力関係を構築したことで普及啓発イベントを年間約250回実施。


○府、市町村の広報誌やテレビ、ラジオなどPRしているが、府民アンケートで約4割が補助を知らないと回答しており、まだまだ周知不足だった。
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5．普及啓発等の取組み状況


　


　○大阪府地域防災計画にてハザードマップを公表


　○土木事務所に建築職を派遣し草の根的な啓発活動


　○民間企業の研修会・講習会で啓発活動


　○防災センターに相談窓口を設置、診断士の派遣を実施


　○関係団体による診断・改修相談会を実施


　○大阪府建築士会にて診断技術者講習会を実施


　○市町村と連携したイベント・フォーラムにて啓発活動








★確実に普及啓発するには、府職員だけではマンパワーが不足している。





★チラシやパンフレットでは、補助内容や啓発内容を伝えきれない。





★耐震フォーラムなどのイベントへ参加する方が、年々減少傾向にある。














